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我が国の総人口は、２００８年１２月の１億２，８０９万９千人をピークに人口減少社会に突入し

ており、国立社会保障・人口問題研究所の推計（出生、死亡中位による推計）では、２０４０年には

１億７２８万人にまで減少し、２０６０年には８，６７４万人まで減少するとしています。 

このような中、国においては、人口減少克服という構造的課題に正面から取り組むため、「人口減

少問題の克服」と「成長力の確保」を長期目標として掲げ、国と地方が総力を挙げて取り組むうえで

の指針となる「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」を平成２６年１２月２７日に策定しました。 

  「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」では、人口減少は「静かなる危機」と示されており、日々

の生活では実感しづらいものの、このままでは我が国の人口は急速に減少し、その結果、将来的には

経済規模の縮小や生活水準の低下を招くなど、様々な問題が指摘されています。 

 

本市においては、国が人口ピークを迎えた２００８年１２月から３年半後の２０１２年６月に、８

４２，９８８人（※）をピークとして、ゆるやかな人口減少局面に入っています。 

本市は、２０１１年３月に策定した都市経営の基本戦略である堺市マスタープランにおいて独自に

将来人口の推計を行い、「人口の誘導・定着化」、「強固で柔軟な都市経営基盤の確立」、「全市民

が年齢・性別にかかわらず活躍できる社会の実現」を本市にとっての都市経営面での重要な視点とし

ています。本市では、この視点を踏まえ、まちづくり全般を牽引する基幹として特に重点的に取り組

む「堺・３つの挑戦」をはじめ、さまざまな取組をこれまで進めてきました。その結果、本市の人口

は、堺市マスタープランの将来推計人口（中位）を上回るペースで推移しています。 

しかしながら、人口減少問題の克服は人口規模及び構造の安定化の観点から、中長期的な視点を持

って進めていくことが重要であり、ゆるやかな人口減少局面に入っている本市においても、これまで

の取組をさらに深化させ、また、今後新たな取組を行うことによって人口減少への対応をしていくこ

とが必要です。そのため、本ビジョンにおいて、本市の人口動向および本市の人口動向と関連の深い

産業、都市環境の現状を把握するとともに、２０４０年までの将来人口の展望を描き、本市の今後の

取組を進めていくことが必要になります。 

※出典：堺市推計人口  

１．堺市人口ビジョンについて 
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【参考】 

①全国の推計人口 

 

我が国では、２００８年１２月の総人口１億２，８０９万９千人（※）をピークに人口減少社会に

突入しています。 

我が国の今後の総人口について、国立社会保障・人口問題研究所の推計（出生、死亡中位による推

計）では、２０２０年代の初めは年間６０万人程度減少し、２０４０年代頃には、年間１００万人程

度にまで減少が加速すると見込んでいます。その結果、我が国の総人口は、２０４８年には１億人を

割り込み、９，９１３万人まで減少するとしています。 

※出典：総務省統計局 

 

②大阪府の推計人口 

 

大阪府の人口は、２０１０年１０月の国勢調査では８８７万人となり、２００５年の同調査時から、

約５万人増加しました。しかし、大阪府においても、２０１１年１２月の人口８８６万６千人（※）

をピークに人口減少社会に突入しています。 

大阪府が独自に行った将来人口推計では、２０１０年からの３０年間で、１３７万人の減少が生じ、

２０４０年には７５０万人になると見込んでいます。 

※出典：大阪府毎月推計人口 
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資料：2010年までは国勢調査の数値、2015年以降は社会保障・人口問題研究所の推計値（出生中位、死亡中位) 
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資料：2010年までは国勢調査の数値。2015年以降は「大阪府の将来推計人口の点検について」 

の推計値（ケース２：H19以降の社会増加が、大阪府の直近5年間の傾向で縮小） 

（万人） 
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（１）人口 

①人口の推移 

 
 

本市の人口は、１９５７年の堺泉北臨海工業地帯の造成や１９６５年の泉北ニュータウンの開発を

きっかけに人口が急増し、１９８０年には８０万人を突破しました。その後、人口は横ばいからゆる

やかな減少傾向で推移し、２０００年には８０万人を少し割り込みましたが、２００５年、美原町と

の合併などにより、人口は再び８０万人台となり、２０１２年６月の８４２，９８８人をピークにゆ

るやかな減少傾向となっています。 
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資料：2010年までは国勢調査。2011年以降は堺市調べ 
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②年齢３区分別人口 

 

 ６５歳以上人口は年々増加し、２０００年に年少人口を上回り、その後も増加傾向にあります。 

生産年齢人口は、１９９０年をピークに減少傾向に転じ、その後も減少傾向で推移しています。 

年少人口は、１９８０年をピークに減少に転じました。２０００年には６５歳以上人口よりも少な

くなりましたが、それ以降は横ばいで推移しています。 

 

 

６５歳以上人口の人口全体に占める割合は増加傾向にあり、２０１３年には２５％を超え、 

２０１４年には２６．２％となっています。 

生産年齢人口の人口全体に占める割合は、１９９５年の７３．３％をピークに減少傾向となり、 

２０１４年には６０．２％となっています。 

年少人口の人口全体に占める割合は、１９７５年以降、減少傾向が続き、２０１４年には１３．６％

となっています。 
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③高齢化率の推移 

 

本市の高齢化率は、１９７０年から２０００年まで全国、大阪府よりも低い水準で推移していまし

たが、２０１０年以降は全国、大阪府とほぼ同水準で推移しています。 
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（２）自然増減 

①自然増減の推移 

 
 

本市の自然増減は、２０１０年までは、出生数が死亡数を上回る自然増の傾向で推移してきました。 

特に、１９５５年から、臨海工業地帯の造成、泉北ニュータウンの開発、第２次ベビーブームなど

の要因により出生数は急激に増加しましたが、その後、１９７５年をピークに減少に転じ、２０１１

年からは死亡数が出生数を上回る自然減となっています。 

 

②出生数と合計特殊出生率の推移 

 

 

出生数は、１９７５年から減少傾向が続き、２０１０年に微増に転じたものの、２０１１年以降か

らは再び微減傾向となっています。 

合計特殊出生率（※）についても、１９７５年から減少傾向が続いていましたが、２０１０年から

回復基調となり、全国平均とほぼ同水準で推移しています。 

※合計特殊出生率：１５～４９歳までの女性の年齢別出生率を合計したもの。 

一人の女性が一生の間に生む子どもの数に相当する。 
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（３）社会増減 

①社会増減の推移 

 

 

本市の転入数は、１９７０年の５７，１４３人をピークに減少に転じ、その後１９９０年から 

２０００年までは増加しましたが、その後は微減傾向で推移しています。 

また、転出数は１９７５年の４８，０７４人をピークに減少に転じ、その後１９９５年から 

２０００年までは増加しましたが、２０００年から２０１０年までは減少し、その後は、ほぼ横ばい

で推移しています。 

本市の社会増減は、１９６５年の１５，８１１人の社会増をピークに減少に転じ、１９８０年には

社会減となり、１９９０年の８，２２３人の社会減を底に回復し、２００５年には均衡状態になりま

した。その後も均衡状況が続いていましたが、２０１３年からは、わずかな社会減となっています。 
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②地方別の転出入状況の推移 

  

北海道東北地方 関東地方 中部地方 近畿地方 

2012 年 2013 年 2014 年 2012 年 2013 年 2014 年 2012 年 2013 年 2014 年 2012 年 2013 年 2014 年 

転入 346 349 328 2181 2136 2050 1477 1367 1286 17312 16567 16451 

転出 317 334 311 2752 2929 2927 1404 1385 1354 16630 16680 16542 

転出入 

超過 
29 15 17 ▲571 ▲793 ▲877 73 ▲18 ▲68 682 ▲113 ▲91 

  
中国地方 四国地方 九州沖縄地方 

  

2012 年 2013 年 2014 年 2012 年 2013 年 2014 年 2012 年 2013 年 2014 年 

転入 803 686 705 489 513 473 1015 1108 925 

転出 664 656 623 459 451 447 955 953 949 

転出入 

超過 
139 30 82 30 62 26 60 155 ▲24 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※近畿地方は堺市各区の間での転出転入を除く 

 

地方別の転出入状況は、近畿地方内での転出入が全体の７割を超えており、その中でも大阪市、泉

州地域、南河内地域に対する転出入が多くなっています。また、過去３年間の推移を見ると、北海道

東北地方、中国地方、四国地方、九州沖縄地方に対しては転入超過、関東地方に対しては転出超過の

傾向で推移しており、近畿地方よりも西の地方からの転入傾向が見られます。中部地方、近畿地方に

対しては、過去３年間で転入超過から転出超過に転じています。 
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地方、地域別 転入元（2014年） 

資料：住民基本台帳人口移動報告 
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(10.3%) 

北大阪地域 

1,096(4.7%) 

東部大阪地域 

1,122(4.8%) 

その他 
3,817 

(16.5%) 

近畿地方 

16,542 

(71.4%) 

地方、地域別 転出先（2014年） 
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③周辺自治体との移動状況（２０１４年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２０１４年の周辺自治体との移動状況は、大阪市に対する転出、転入数が最も多く、次いで泉州地

域、南河内地域が多くなっています。 

  また、大阪府内での転出入超過の状況は、泉州地域、南河内地域、東部大阪地域から転入超過とな

っている一方で、大阪市、北大阪地域には転出超過となっています。 

  

… 転出超過 

… 転入超過 

資料：住民基本台帳移動報告 

転入 3,586 

転出 3,175 

泉州地域 

和歌山県 

堺市 

兵庫県 

転入 4,400 

転出 4,940 

転入 725 

転出 558 

転入 625 

転出 678 

転入 2,432 

転出 2,392 

転入 956 

転出 1,096 

 

転入 1,322 

転出 1,122 

北大阪地域 

東部大阪地域 

大阪市 

南河内地域 

奈良県 

転入 1,525 

転出 1,702 

東京都 

転入  872 

転出 1,361 

＜地域内訳＞ 
泉州地域：岸和田市、泉大津市、貝塚市、泉佐野市、和泉市、高石市、泉南市、阪南市、忠岡町、熊取町、田尻町、岬町 
南河内地域：富田林市、河内長野市、松原市、羽曳野市、藤井寺市、大阪狭山市、太子町、河南町、千早赤阪村 
北大阪地域：豊中市、池田市、吹田市、高槻市、茨木市、箕面市、摂津市、島本町、豊能町、能勢町 
東部大阪地域：守口市、枚方市、八尾市、寝屋川市、大東市、柏原市、門真市、東大阪市、四条畷市、交野市 
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（４）世帯状況の推移 

  

 
本市の世帯数は年々増加しており、２０１４年には３５．４万世帯になっています。また、１世帯

あたり人数は減少傾向が続き、２０１４年には２．３８人になっています。 

 

 

 
 

単身世帯及び高齢単身世帯の割合は年々増加しており、特に高齢単身世帯の割合は、２０１０年に

は１９９０年と比較して約３倍になっており、全体の１１．０％を占めています。 

 

 

 

 

26.8  

35.4  3.01  

2.38  

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

3.5

0

5

10

15

20

25

30

35

40

1990年 1995年 2000年 2005年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 

世帯数 

1世帯あたり人数 

（万世帯） （人） 

資料：2010年までは国勢調査。2011年以降は堺市調べ 

世帯数と1世帯あたり人数の推移 

80.7% 78.2% 75.5% 74.5% 69.9% 

15.6% 16.8% 17.5% 16.3% 
19.1% 

3.6% 5.0% 7.1% 9.2% 11.0% 

0%

20%

40%

60%

80%

100%

1990年 1995年 2000年 2005年 2010年 

2人以上世帯 一般世帯に占める 

単身世帯（高齢単身世帯を除く） 

一般世帯に占める 

高齢単身世帯 

一般世帯の構成割合の推移 

資料：国勢調査 
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＜人口動向まとめ＞ 

 

 

  

【人口全体】 

☞ 本市は、２０１２年６月以降、ゆるやかな人口減少局面に入っている。 

☞ 高齢者人口は増加傾向、生産年齢人口は１９９０年から減少傾向、年少人口は２０００年から

横ばいで推移している。 

☞ 高齢化率（２０１４年時点）は全国、大阪府と同水準となっている。 

☞ 世帯数は増加傾向、１世帯あたりの人数は減少傾向にある。 

 

【自然増減】 

☞ 自然増減は、１９７５年をピークに減少に転じ、２０１１年から自然減となっている。 

☞ 出生数は１９７５年には約 1万６千人であったが、２０１３年では約７千人となっている。 

☞ 合計特殊出生率は全国とほぼ同水準の１．４３（２０１３年）である。 

 

【社会増減】 

☞ 社会増減は、２０１４年はわずかに社会減ではあるものの、ここ数年の推移は均衡状態。 

☞ 転入転出先は、近畿地方が７割以上、その中でも大阪府内が５割以上を占めている。 
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（１）堺区の人口動向 

 

 

 

 

 

 
 

14.87 14.81 14.79 14.78 14.75 

13.0

13.5

14.0

14.5

15.0

2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 

人口推移 
（万人） 

1.74  1.79  1.77  1.75  1.74  

9.55  9.52  9.40  9.28  9.14  

3.48  3.49  3.61  3.75  3.87  

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0

2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 

年少人口 

生産年齢人口 

65歳以上人口 

年齢３区分別人口の推移 （万人） 

23.57  23.65  
24.49  

25.40  

26.32  

22.58 
22.92 

23.98 

25.10 

26.18 

20

22

24

26

28

30

2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 

高齢化率 
堺区 

堺市全体 

（％） 

３．各区の人口動向 
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資料：2010 年は国勢調査、2011 年以降は堺市調べ 

 

堺区の人口は、横ばいから微減傾向で推移しています。年齢３区分別に見ると、生産年齢人口が微

減傾向で推移し、年少人口も２０１１年から微減傾向で推移していますが、６５歳以上人口は増加傾

向で推移しています。また、高齢化率は堺市全体よりも高い水準で推移していますが、堺市全体より

も高齢化率の増加幅はゆるやかであり、堺市全体との差は年々少なくなっています。 

各年の人口増減の内訳について、自然増減では自然減の傾向で推移しており、社会増減では社会増

の傾向で推移しています。このことから、堺区のわずかな人口の減少傾向は、自然減が主な要因にな

っていることが分かります。 

  また、世帯数は２０１２年以降に微増傾向、１世帯当たりの人数は微減傾向で推移しています。 

 

 

 

 

▲ 1,540 ▲ 1,563 ▲ 1,590 ▲ 1,657 ▲ 1,601 

1,137  1,139  1,119  1,092  
1,037  

▲ 403 ▲ 424 ▲ 471 ▲ 565 ▲ 564 
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▲ 1,500 

▲ 1,000 

▲ 500 
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500

1,000

1,500

2,000

2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 

自然増減 
出生 

死亡 

自然増減 
（人） 

67,426 67,669 67,425 67,994 68,521 

2.21  
2.19  2.19  

2.17  
2.15  

2.44 
2.42 2.42 

2.40 

2.38 

2.10
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10,000

20,000
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50,000

60,000

70,000

80,000

2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 

世帯数 1世帯あたりの人数（堺区） 1世帯あたりの人数（堺市） 

（人） （人） 

世帯数と１世帯あたり人数の推移 

▲ 7,785 ▲ 7,744 ▲ 7,517 ▲ 7,119 ▲ 7,186 

8,271  7,759  7,944  7,504  7,390  

486  

15 

427  385  204  

▲ 9,000 

▲ 7,000 

▲ 5,000 

▲ 3,000 

▲ 1,000 

1,000
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5,000

7,000

9,000
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社会増減 
転入 

転出 

社会増減 
（人） 
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（２）中区の人口動向 
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資料：2010 年は国勢調査、2011 年以降は堺市調べ 

 

中区の人口は、２０１１年以降、横ばいで推移しています。年齢３区分別に見ると、２０１１年か

ら年少人口、生産年齢人口が微減傾向、６５歳以上人口が増加傾向で推移しています。高齢化率は堺

市全体よりも低い水準で推移しており、２０１１年以降は堺市全体より２．７％程度低い水準での推

移となっています。 

各年の人口増減の内訳について、自然増減では、自然増の傾向で推移していますが、増加数は年々

少なくなっています。社会増減では、２０１０年、２０１１年は社会増でしたが、２０１２年以降は

均衡状態になっています。 

  また、世帯数は微増傾向、１世帯当たりの人数は微減傾向で推移しています。  

▲ 963 
▲ 1,041 ▲ 1,037 ▲ 1,070 ▲ 1,118 
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（３）東区の人口動向 

 

 

 

 

 

 

 

8.54 8.54 8.51 8.54 8.55 

7.0

7.5

8.0

8.5

9.0

2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 

人口推移 
（万人） 

1.11  1.12  1.11  1.12  1.12  

5.29  5.30  5.20  5.12  5.04  

2.11  2.13  2.20  2.30  2.39  

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 

年少人口 

生産年齢人口 

65歳以上人口 

（万人） 
年齢３区分別人口の推移 

24.81  24.95  

25.98  

27.03  

28.05  

22.58 
22.92 

23.98 

25.10 

26.18 

20

22

24

26

28

30

2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 

高齢化率 

東区 

堺市全体 

（％） （％） （％） （％） 



17 

 

  

 

 
資料：2010 年は国勢調査、2011 年以降は堺市調べ 

 

東区の人口は、おおむね横ばいで推移しています。年齢３区分別に見ると、年少人口は横ばい、生

産年齢人口は微減傾向、６５歳以上人口は増加傾向で推移しています。高齢化率は堺市全体より高い

水準で推移していますが、堺市全体よりも高齢化率の増加幅はゆるやかになっています。 

各年の人口増減の内訳について、自然増減では、自然減の傾向が続いており、社会増減では、 

２０１１年以降は社会増の傾向になっています。 

  また、世帯数は２０１２年から微増傾向、１世帯当たりの人数は微減傾向で推移しています。 
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（４）西区の人口動向 
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資料：2010 年は国勢調査、2011 年以降は堺市調べ 

 

西区の人口は、微増傾向で推移し、特に２０１１年から２０１２年にかけては、約１，０００人増

加しています。年齢３区分別に見ると、２０１２年以降、年少人口と生産年齢人口は微減傾向、６５

歳以上人口は増加傾向で推移しています。また、高齢化率は堺市全体よりも低い水準で推移しており、

また、堺市全体よりも高齢化率の増加幅はゆるやかになっています。 

各年の人口増減の内訳について、自然増減では、２０１２年以降は自然減の傾向で推移しており、

減少数も多くなっています。社会増減では、２０１３年を除き、社会増の傾向で推移しています。こ

のことから、西区の人口の増加傾向は、社会増が要因であるとわかります。 

  また、世帯数は増加傾向、１世帯当たりの人数は微減傾向で推移しています。  
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（５）南区の人口動向 
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資料：2010 年は国勢調査、2011 年以降は堺市調べ 

 

南区の人口は、減少傾向で推移しています。年齢３区分別に見ると、年少人口は微減傾向、生産年

齢人口は減少傾向、６５歳以上人口は２０１１年から増加傾向で推移しています。高齢化率は堺市全

体よりも高い水準で推移し、２０１１年以降は堺市全体よりも高齢化率の増加幅が大きくなっており、

２０１４年には各区で最も高齢化率が高くなっています。 

各年の人口増減の内訳については、自然減、社会減の傾向で推移し、２０１２年以降は毎年 

１，０００人以上の社会減の傾向が続いています。 

  また、世帯数はおおむね横ばい、１世帯当たりの人数は微減傾向で推移しています。 
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（６）北区の人口動向 
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資料：2010 年は国勢調査、2011 年以降は堺市調べ 

 

北区の人口は、２０１０年から２０１１年にかけて増加し、その後も微増傾向で推移しています。

年齢３区分別に見ると、２０１１年から、年少人口と生産年齢人口は微減傾向、６５歳以上人口は増

加傾向で推移しています。また、高齢化率は、堺市全体よりも低い水準で推移しており、堺市全体よ

りも高齢化率の増加幅はゆるやかになっています。 

各年の人口増減の内訳について、自然増減では、自然増の傾向が続いており、社会増減では、社会

増と社会減を繰り返し、２０１４年では社会増になっています。このことから、北区では自然増が人

口増加の主な要因となっていることがわかります。 

また、世帯数は増加傾向、１世帯当たりの人数は微減傾向で推移しています。  
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（７）美原区の人口動向 
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資料：2010 年は国勢調査、2011 年以降は堺市調べ 

 

美原区の人口は、おおむね横ばいで推移しています。年齢３区分別に見ると、２０１１年から、年

少人口と生産年齢人口は微減傾向、６５歳以上人口は増加傾向で推移しています。高齢化率は、 

２０１１年に減少し、堺市全体よりも低くなりましたが、その後は堺市全体よりも高齢化率の増加幅

が大きくなり、２０１４年には堺市全体よりも高くなっています。 

各年の人口増減の内訳について、自然増減では、自然減の傾向で推移し、社会増減では、２０１１

年までは社会増の傾向で推移していましたが、２０１２年以降はわずかに社会減となっています。 

  世帯数は増加傾向、１世帯当たりの人数は微減傾向で推移しています。 
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（８）泉北ニュータウンの人口動向 

①泉北ニュータウンの概要 

   泉北ニュータウンは、泉ヶ丘地区、栂地区、光明池地区の３地区で構成されており、高度経済成

長期の住宅需要に応えるため、大規模な計画市街地として整備され、緑豊かな住環境を有するまち

として成長してきました。 

しかし、一定期間に大量の入居がなされたニュータウンでは、ゆるやかな人口減少局面に入って

いる本市の中でも、少子高齢化の進展、住宅や施設の老朽化などが課題です。 

 

②人口動向 

 
資料：堺市住民基本台帳（外国人住民を含む） 

（各年１２月末現在の人口） 

 

  泉北ニュータウンの人口推移について、総数では減少傾向が続いています。地区別では、泉ヶ丘地

区は総数と同様に減少傾向が続いており、栂地区、光明池地区は２００５年に増加傾向に転じたもの

の、その後は再び減少傾向となっています。 

 

 ③高齢化率 

 
資料：堺市住民基本台帳（外国人住民を含む） 

（各年１２月末現在） 

  泉北ニュータウンの高齢化率は増加傾向にあり、地区別では、泉ヶ丘地区は全体より高い水準で推

移し、栂地区、光明池地区は全体より低い水準で推移しています。 
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 ■泉北ニュータウンの住宅種別構成比 
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50.8%
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8.4%
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等 28.2%

全体 
約 58,100 戸 

公的賃貸住宅 
約 29,500 戸 

府公社賃貸住宅 
5,385 戸 
18.3％ 

UR 賃貸住宅 
8,324 戸 
28.2％ 

府営住宅 
15,797 戸 

53.5％ 

 ④住宅種別構成比 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：泉北ニュータウン公的賃貸住宅再生計画（平成 24年 5月改定） 

 

住宅は、泉北ニュータウンの開発にあわせて供給された公的賃貸住宅が全体の過半数を占めてお

り、その中でも府営住宅が公的賃貸住宅の過半数を占めています。 

 

⑤府営住宅の空き家数及び空き家率の推移 

 

 

   泉北ニュータウンの府営住宅の空き家数と空き家率は、ともに平成２３年以降増加しており、平

成２６年と平成２３年を比較すると、空き家数は９０２戸、空き家率は５．７％増加しています。 
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＜各区の人口動向まとめ＞ 

 

  
☞ 近年の自然増減は、堺区、東区、西区、南区、美原区が減少傾向、社会増減は、南区、美原区が

減少傾向である。 

☞ 出生数は、各区とも２０１０年から２０１４年にかけて減少しており、特に南区（減少数１８８

人、減少率１５．８％）と西区（減少数１９８人、減少率１５．３％）の減少率が高い。 

☞ 転入者数は、東区は増加し、他の区は２０１０年から２０１４年にかけて減少している。 

☞ 転出者数は、各区とも２０１０年から２０１４年にかけて減少している。 

☞ 直近５年間で毎年１，０００程度の社会減となっている南区を除けば、自然減が本市の人口減少

の主な要因となっている。 

☞ ２０１４年時点での高齢化率は、堺区、東区、南区、美原区が市全体を上回っている。 

☞ 世帯数は、南区を除いて増加しており、１世帯当たりの人数は各区とも減少している。 

    

【参考】一般世帯に占める単身世帯 

  堺区 中区 東区 西区 

一般世帯総数 67,316 100.0% 47,144 100.0% 34,385 100.0% 53,382 100.0% 

単身世帯数 27,824 41.3% 12,385 26.3% 9,320 27.1% 14,919 27.9% 

   単身世帯数（高齢単身世帯数を除く） 18,650 27.7% 8,365 17.7% 5,456 15.9% 9,109 17.1% 

   高齢単身世帯数 9,174 13.6% 4,020 8.5% 3,864 11.2% 5,810 10.9% 

 
  南区 北区 美原区 堺市 

一般世帯総数 60,961 100.0% 67,057 100.0% 13,843 100.0% 344,088 100.0% 

単身世帯数 14,124 23.2% 22,441 33.5% 2,474 17.9% 103,487 30.1% 

   単身世帯数（高齢単身世帯数を除く） 7,491 12.3% 15,289 22.8% 1,378 10.0% 65,738 19.1% 

   高齢単身世帯数 6,633 10.9% 7,152 10.7% 1,096 7.9% 37,749 11.0% 

資料：平成 22 年国勢調査 

☞ 泉北ニュータウンについて、 

・人口は減少傾向が続いており、地区別では、泉ヶ丘地区は総数と同様に減少傾向、栂地区、

光明池地区は２００５年に増加傾向に転じたものの、その後は再び減少傾向となっている。 

・高齢化率は増加傾向にあり、地区別では、泉ヶ丘地区、栂地区、光明池地区の順の高さで推

移している。 

   ・住宅は、泉北ニュータウンの開発にあわせて供給された公的賃貸住宅が全体の過半数を占め

ており、その中でも府営住宅が公的賃貸住宅の過半数を占めている。 

   ・府営住宅の空き家数と空き家率は、ともに平成２３年以降増加している。 
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（１）労働力人口 

①堺市の労働力人口の推移 

 
本市の労働力人口は、１９６５年から１９９５年にかけて人口の増加傾向に伴い増加していました

が、２０００年には減少に転じました。そして、２００５年に旧美原町との合併により増加していま

すが、２０１０年には再び減少に転じています。 

 

※労働力人口：就業者と完全失業者を合わせた人口 
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②年齢別労働力人口割合の推移 

 

 

 

資料：国勢調査 

年齢別労働力人口割合について、総数では１５～１９歳が継続して減少傾向にあり、２０歳代が１

９９５年以降、減少傾向で推移し、６０歳以上は増加傾向で推移しています。２０１０年時点での全

国、大阪府との比較では、全国、大阪府より３０歳代の割合が高く、５０歳代の割合が低くなってい

ます。 

男女別では、１９９５年以降の２０歳代の減少傾向について、女性の減少割合が男性の減少割合よ

りも大きくなっています。 

※労働力人口割合＝労働力人口/15 歳以上人口 
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 ③５歳階級別労働力率の推移 

 

 

資料：国勢調査     

 

  ５歳階級別労働力率の推移について２０００年と２０１０年を比べると、男性は１５～５９歳

まで労働力率が低下し、６０～６９歳では上昇しています。女性は、３０～３９歳で上昇してお

り、Ｍ字カーブが改善していることがわかります。 

 

※労働力率：１５歳以上人口に占める労働力人口（就業者＋完全失業者）の割合 
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④労働力人口構成比の推移 

 
１９５７年の臨海工業地帯造成の影響などにより、１９６０年は最も就業者の割合が多く、完全失

業者の割合が少ない状況でした。しかしその後、年々就業者割合は少しずつ減少し、完全失業者の割

合は増加しています。 

 

（２）有効求人倍率 

 

 

出典：「厚生労働省」｢大阪労働局｣｢ハローワークさかい｣ 
※数値は原数値 

 

  有効求人倍率は、２００９年度以降、上昇傾向となっており、本市における雇用機会は増加してい

ることが分かります。 
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資料：国勢調査 
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（３）産業３部門別就業者割合の推移 

 
第１次産業の割合は、年々減少し、１９８０年には１％を下回り、その後１９９０年頃からは横ば

いで推移しています。 

第２次産業の割合は、１９５７年の臨海工業地帯の造成により増加しましたが、その後は年々減少

しています。 

第３次産業の割合は、年々増加傾向にありましたが、２０００年以降は 横ばいで推移しています。 

 

（４）産業構造の推移 

 

産業構造の推移は、２００６年と比較して、２０１２年では事業所の総数は微減ですが、全産業に

占める「建設業」、「不動産業、物品賃貸業」、「医療、福祉」の割合は増加しています。 

  また、全国との比較では、全産業に占める「製造業」、「医療、福祉」の割合は全国より高くなっ

ています。 
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第１次産業 

（％） 

資料：国勢調査 

9.6% 

8.3% 

8.6% 

7.4% 

9.0% 

11.2% 

11.1% 

11.3% 

25.8% 

24.0% 

24.3% 

26.0% 

7.0% 

7.0% 

7.0% 

5.3% 

13.1% 

13.4% 

13.6% 

15.1% 

8.8% 

8.6% 

8.4% 

8.7% 

6.6% 

8.7% 

8.1% 

7.6% 

20.1% 

18.8% 

19.0% 

18.4% 

2012年（全国） 

2012年 

2009年 

2006年 
事業所総数：29,978 

事業所総数：31,953 

事業所総数：29,198 

製造業 

11.3% 

卸売業、小売業 

26.0% 

不動産業， 

物品賃貸業 

宿泊業，飲食 

サービス業 

15.1% 

その他 

18.4% 

建設業 

生活関連 

サービス業， 

娯楽業 

医療， 

福祉 

資料：平成18年以前は事業所企業統計調査結果 平成21年経済センサス 基礎調査結果 

平成24年経済センサス 活動調査結果 

 

事業所総数：5,453,635 
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0.0

女性 44.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

電気・ガス・熱供給・水道業

運輸業，郵便業

建設業

製造業

農林漁業

サービス業(他に分類されないもの)

学術研究，専門・技術サービス業

情報通信業

不動産業，物品賃貸業

卸売業，小売業

複合サービス事業

教育，学習支援業

生活関連サービス業，娯楽業

金融業，保険業

宿泊業，飲食サービス業

医療，福祉

鉱業，採石業，砂利採取業

全産業

（５）従業者 

 ①産業大分類別従業者数の構成比 

    
  堺市 大阪府 政令指定都市平均 

A～B 農林漁業 0.1% 0.1% 0.1% 

C 鉱業，採石業，砂利採取業 0.0% 0.0% 0.0% 

D 建設業 6.8% 5.5% 6.6% 

E 製造業 19.3% 14.9% 10.6% 

F 電気・ガス・熱供給・水道業 0.4% 0.3% 0.4% 

G 情報通信業 0.4% 3.5% 3.9% 

H 運輸業，郵便業 6.9% 6.2% 5.9% 

I 卸売業，小売業 19.7% 22.6% 22.5% 

J 金融業，保険業 1.8% 2.8% 3.2% 

K 不動産業，物品賃貸業 2.4% 3.5% 3.3% 

L 学術研究，専門・技術サービス業 1.8% 3.1% 3.6% 

M 宿泊業，飲食サービス業 10.5% 9.9% 10.4% 

N 生活関連サービス業，娯楽業 4.5% 4.2% 4.4% 

O 教育，学習支援業 2.8% 3.0% 3.6% 

P 医療，福祉 15.8% 11.2% 10.8% 

Q 複合サービス事業 0.3% 0.3% 0.4% 

R サービス業(他に分類されないもの) 6.6% 8.8% 10.3% 

  100.0% 100.0% 100.0% 

資料：平成 24 年経済センサス      

本市の産業大分類別従業者数の構成割合では、特に「製造業」、「医療、福祉」の構成割合が、

大阪府及び政令指定都市平均と比較して高くなっています。 

 

②産業大分類別従業者数の男女別割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

産業大分類別の従業者数の男女別割合は、「医療、福祉」「宿泊業、飲食サービス業」「金融業、保

険業」などは女性の割合が高く、全産業における女性従業者数の割合を大きく上回っています。 

 

資料：平成 24 年経済センサス 
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（６）付加価値額 

 

産業大分類別付加価値額の割合 

  堺市 大阪府 政令指定都市平均 

 A～B 農林漁業 0.0% 0.0% 0.1% 

  C 鉱業，採石業，砂利採取業 －  0.0% 0.0% 

  D 建設業 7.6% 5.8% 6.9% 

  E 製造業 33.1% 18.1% 12.7% 

  F 電気・ガス・熱供給・水道業 1.0% 0.6% 1.1% 

  G 情報通信業 0.6% 6.9% 6.7% 

  H 運輸業，郵便業 6.4% 6.2% 6.0% 

  I 卸売業，小売業 18.0% 25.0% 24.4% 

  J 金融業，保険業 5.2% 7.8% 9.1% 

  K 不動産業，物品賃貸業 2.5% 4.6% 4.3% 

  L 学術研究，専門・技術サービス業 1.5% 3.8% 4.8% 

  M 宿泊業，飲食サービス業 3.3% 3.0% 3.4% 

  N 生活関連サービス業，娯楽業 2.3% 2.1% 2.6% 

  O 教育，学習支援業 2.2% 2.3% 2.7% 

  P 医療，福祉 11.8% 8.1% 8.8% 

  Q 複合サービス事業 0.3% 0.3% 0.4% 

  R サービス業(他に分類されないもの) 4.1% 5.3% 5.9% 

  100.0% 100.0% 100.0% 

資料：平成 24 年経済センサス     

  産業大分類別の付加価値額は、特に「製造業」、「医療、福祉」が大阪府及び政令指定都市平均

と比較して高くなっています。 

 

（７）製造品出荷額等 

  ①製造品出荷額等の推移 

 

 
製造品出荷額等の推移（従業員４人以上）は、２００９年から２０１１年にかけて上昇し、その

後は横ばいで推移しています。 
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（10億円） 

資料：2008年～2010年、2012年～2013年は工業統計調査 

2011年は平成24年経済センサス 
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  ②１人あたり製造品出荷額等 

 
 

２０１３年の人口１人あたりに占める製造品出荷額等は、２０政令指定都市中で第１位となって

います。 

 

  

 

 ③製造品出荷額等業種別内訳 

 

 

 

 

製造品出荷額等業種別の内訳は、「石油製品・石炭製品製造業」「鉄鋼業」「非鉄金属製造業」の占

める割合が、大阪府及び全国と比較して大きくなっています。 
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

全国（2013年)  

大阪府（2013年) 

2013年 

2012年 

2011年 

2010年 

2009年 

2008年 

石油製品・石炭製品製造業 鉄鋼業 非鉄金属製造業 

輸送用機械器具製造業 はん用機械器具製造業 生産用機械器具製造業 

電子部品・デバイス・電子回路製造業 化学工業 金属製品製造業 

窯業・土石製品製造業 その他 

資料：平成 25 年工業統計調査 

資料：2008 年～2010 年及び 2012 年～2013 年は工業統計調査 

2011 年は平成 24 年経済センサス 
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＜産業の動向まとめ＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

☞ 労働力人口は、２０１０年に減少に転じている。 

☞ 労働力人口に占める６０歳以上の割合は増加傾向である。 

☞ 完全失業率は、２０１０年までは増加している。 

☞ 有効求人倍率は、上昇傾向で推移している。 

☞ Ｍ字カーブは改善傾向にあるが、女性の労働力率は男性よりも全体的に低い。 

☞ 「医療、福祉」は、高齢化の進展を背景に、総数に占める事業所数の割合が増加している。 

☞ 「製造業」は、従業者数は減少傾向で推移しているものの、産業大分類別従業者数の構成比が、

大阪府、政令指定都市平均と比較して高い。 

☞ 「製造業」の産業大分類別付加価値額の構成比が、大阪府、政令指定都市平均と比較して高い。 

☞ 製造品出荷額等の推移は横ばい状態であるものの、１人あたりの製造品出荷額等は政令指定都

市の中で第１位である。 
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（１）昼夜間人口の推移 

 
昼夜間人口は、常住人口、昼間人口とも１９８５年までは増加傾向で推移し、その後、ゆるやかな

減少傾向となりましたが、２０００年から再び増加傾向に転じています。 

また、昼夜間人口比率は、１９９５年までは減少傾向で推移していましたが、２０００年から増加

傾向に転じ、２０１０年には９４．３％になっています。 

 

（２）通勤、通学者の移動 

 

２０１０年の通勤、通学者の多くは大阪市に流出しています。また、流入元は泉州地域と南河内地

域が多くなっています。 
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資料：国勢調査 

（千人） 

2.0 

4.3 

2.9 

0.7 0.4 

1.5 

▲ 9.4 

▲ 2.3 
▲ 1.7 

▲ 1.2 
▲ 0.6 

▲ 1.2 

▲ 7.4 

2.0 
1.1 

▲ 0.5 ▲ 0.2 
0.3 

12

10

8

6

4

2

0

2

4

6

12

10

8

6

4

2

0

2

4

6

大阪市 泉州地域 南河内地域 東大阪地域 北大阪地域 大阪府外 

流入 流出 流出入超過 

資料：国勢調査 
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５．都市環境の動向 
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（３）観光ビジター数の推移 

 

 

観光ビジター数（観光目的で堺市を訪れた市民以外の人）は、２０１２年度に一度減少したものの、

増加傾向で推移しています。 

 

 

（４）通行量の推移 

 ①堺東駅前（堺銀座商店街東入口） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

堺東駅前（堺銀座商店街東入口）の通行量について、１９９１年以降、平日は減少傾向にありま

したが、２０１２年では増加に転じています。休日は２０００年まではおおむね減少傾向で推移し、

その後は横ばいになっています。 

また、１９９７年までの通行量は、休日が平日を上回っていましたが、２０００年以降は、平日

が休日を上回っています。 
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資料：堺市ビジター実態調査 

資料：「堺市全小売商業商圏動態調査」但し、2012 年度から「堺市商圏実態調査」 

※昭和 63～平成 6年は 10 時から 18 時の 8時間、平成 9～24 年は 11 時から 19 時の 8時間の通行量 
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②山之口商店街（開口神社西側） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 山之口商店街（開口神社西側）の通行量について、平日は１９９４年以降減少傾向にあり、 

２００９年には増加しましたが、２０１２年には再び減少に転じています。休日は、１９９１年か

ら減少傾向となり、１９９７年以降は横ばいの状態でしたが、２０１２年には減少しています。 

 また、平日と休日の通行量は、１９９１年を除き、平日が休日を上回っています。 

 

（５）主要な駅の乗降客数の推移 

 

  Ｈ２ Ｈ７ Ｈ１２ Ｈ１７ Ｈ２０ Ｈ２４ 

堺東駅 83,458  77,340  63,627  58,145  58,770  60,002 

泉ヶ丘駅 66,989  62,074  53,079  46,364  45,603  42,942 

北野田駅 43,416  39,129  34,134  32,430  33,647  34,831 

堺駅 33,899  35,534  33,408  32,674  35,268  33,371 

鳳駅 31,940  30,822  28,827  28,833  32,203  33,490 

深井駅 22,159  26,055  22,953  22,641  23,715  24,099 

 

 

乗降客数の推移について、鳳駅は平成１２年度まで減少傾向、堺東駅と北野田駅は平成１７年

度まで減少傾向でしたが、いずれもその後はゆるやかな増加傾向に転じており、深井駅について

も平成１２年度以降はゆるやかな増加傾向にあります。一方、泉ヶ丘駅は減少傾向で推移してい

ます。 
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資料：「堺市全小売商業商圏動態調査」但し、2012 年度から「堺市商圏実態調査」 

※昭和 63～平成 6年は 10 時から 18 時の 8時間、平成 9～24 年は 11 時から 19 時の 8時間の通行量。 

 

資料：堺市統計書 
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＜都市環境の動向まとめ＞ 

  

 

 

  

☞ 昼夜間人口比率は、１００に達していないものの、近年は増加傾向で推移している。 

☞ 観光ビジター数は、おおむね増加傾向で推移している。 

☞ 通勤、通学者の多くは大阪市に流出しているが、泉州地域、南河内地域からは流入超過である。 

☞ 主要駅の乗降客数は、近年、堺東駅、北野田駅、鳳駅、深井駅でゆるやかな増加傾向、泉ヶ丘

駅は減少傾向で推移している。 

☞ ２００９年から２０１２年にかけて、堺東駅前の平日の通行量は増加したものの、休日は横ば

いであり、山之口商店街の通行量は、平日、休日ともに減少している。 
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700,000

720,000

740,000

760,000

780,000

800,000

820,000

840,000

860,000

2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 

①低位 

②中位 

③高位 

 

 

（１）将来推計 

 ①市全体の将来推計 

ア．将来推計人口（仮推計） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：２０１０年国勢調査を基に独自推計 

２０１５年の人口は、２０１０年国勢調査を基に独自に算出した参考値。 

 

＜将来推計の考え方＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

※本ビジョンでは、２０１０年国勢調査を基本とし、社会減となった２０１３年と２０１４年の

社会移動の傾向をふまえて将来推計人口を算出しています。 

 

推計結果では、低位推計、中位推計、高位推計いずれの場合も将来の人口は減少すると予測し、中

位推計では、２０４０年の人口が２０１０年の人口より１３．２％減少する７３．１万人になると推

計しています。 

 

 

６．将来展望 

推計人口① 72.0 万人 

推計人口③ 76.3 万人 

84.2 万人 

推計人口② 73.1 万人 

83.8 万人 

（人） 

■推計人口①・・・低位推計 

本市の出生率１．４３（２０１３年）が今後とも継続し、社会減となった２０１３年と２０１４年の傾向が

今後も続くと仮定して推計。 

■推計人口②・・・中位推計 

本市の出生率１．４３（２０１３年）が今後とも継続し、社会増減を０と仮定して推計。 

■推計人口③・・・高位推計 

国の人口の将来展望での出生率の仮定（２０２０年に１．６程度、２０３０年に１．８程度、２０４０年に

人口置換水準である２．０７）を達成するとともに、社会増減を０と仮定して推計。 
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イ．年齢３区分別人口の推計  

 ＜推計人口①（低位推計）＞ 

 

 ＜推計人口②（中位推計）＞ 

 

 ＜推計人口③（高位推計）＞ 

 

841,966  

720,250  

118,258  

85,758  

533,597  

392,842  

190,111  

241,650  

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

660,000

680,000

700,000

720,000

740,000

760,000

780,000

800,000

820,000

840,000

860,000

2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 

将来推計人口 
年少(0～14歳）人口 
生産年齢（15～64歳）人口 
65歳以上人口 

（人） （人） 

841,966  

731,018  

118,258  

83,961  

533,597  

397,542  

190,111  

249,514  

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

660,000

680,000

700,000

720,000

740,000

760,000

780,000

800,000

820,000

840,000

860,000

2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 

将来推計人口 
年少(0～14歳）人口 
生産年齢（15～64歳）人口 
65歳以上人口 

（人） （人） 

841,966  

763,028  

118,258  110,368  

533,597  

403,145  

190,111  
249,514  

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

660,000

680,000

700,000

720,000

740,000

760,000

780,000

800,000

820,000

840,000

860,000

2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 

将来推計人口 
年少(0～14歳）人口 
生産年齢（15～64歳）人口 
65歳以上人口 

（人） （人） 
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ウ．年齢構造割合の変化 

【２０１０年】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【２０４０年】 

（中位推計） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

19,504  

20,427  

20,595  

19,782  

20,831  

22,530  

27,350  

35,866  

30,426  

25,346  

21,026  

25,096  

33,275  

29,517  

23,136  

16,059  

9,018  

4,972  

010,00020,00030,00040,00050,000

（人） 

男（404,756人） 

18,482  

19,426  

19,824  

19,141  

19,878  

23,316  

28,897  

35,928  

30,937  

25,991  

22,472  

27,804  

37,706  

32,691  

25,843  

20,207  

14,298  

14,370  

0 10,000 20,000 30,000 40,000 50,000

 0～ 4歳     

 5～ 9歳     

 10～14歳  

 15～19歳  

 20～24歳  

 25～29歳  

 30～34歳  

 35～39歳  

 40～44歳  

 45～49歳  

 50～54歳  

 55～59歳  

 60～64歳  

 65～69歳  

 70～74歳  

 75～79歳  

 80～84歳  

 85歳以上  

（人） 

女（437,210人） 

60,526 

（15.0%） 

 

107,409 

（24.6%） 

 

272,069 

(62.2%） 

 

57,732 

（13.2%） 

 

82,702 

（20.4%） 

 

261,528 

（64.6%） 

 

13,973  

14,386  

14,728  

15,488  

17,240  

17,778  

19,519  

20,258  

20,418  

20,026  

20,821  

22,092  

25,702  

31,540  

24,794  

18,378  

12,595  

19,278  

010,00020,00030,00040,00050,000
（人） 

男（349,014人） 

13,256  

13,648  

13,971  

14,700  

16,385  

17,312  

18,868  

19,522  

19,879  

19,671  

20,626  

23,176  

28,063  

34,029  

28,205  

22,463  

17,433  

40,799  

0 10,000 20,000 30,000 40,000 50,000

 0～ 4歳     

 5～ 9歳     

 10～14歳  

 15～19歳  

 20～24歳  

 25～29歳  

 30～34歳  

 35～39歳  

 40～44歳  

 45～49歳  

 50～54歳  

 55～59歳  

 60～64歳  

 65～69歳  

 70～74歳  

 75～79歳  

 80～84歳  

 85歳以上  

（人） 

女（382,004人） 

106,586 
（30.5%） 

199,341 
（57.1%） 

43,087 
（12.3%） 

40,875 
（10.7%） 

198,201 
（51.9%） 

142,929 
（37.4%） 
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全区将来推計人口 

 
※各区とも、中位推計（本市の出生率１．４３が今後とも継続し、社会増減を０と仮定して推計）による将来推計

人口を示しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

148,748  

124,157  

123,532  

111,348  

85,444  

72,624  

133,622  

120,394  

154,779  

123,411  

156,561  

144,729  

39,280  

34,175  
30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

90,000

100,000

110,000

120,000

130,000

140,000

150,000

160,000

2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 

（人） 

美原区 

東区 

中区 

西区 

堺区 

南区 

北区 



46 

 

②各区の将来推計（中位推計） 

 堺 区 

ア．将来推計人口 

 

 

イ．年齢３区分別人口の推計 

 
 

 

110,000

115,000

120,000

125,000

130,000

135,000

140,000

145,000

150,000

2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 

（人） 
148,748 

124,157 

148,748  

124,157  

17,545  
13,347  

96,154  

67,128  

35,048  

43,682  

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

110,000

115,000

120,000

125,000

130,000

135,000

140,000

145,000

150,000

2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 

将来推計人口 

年少(0～14歳）人口 

生産年齢（15～64歳）人口 

65歳以上人口 

区人口 年齢３区分別人口 

（人） （人） 
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ウ．年齢構造割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

堺区は、２０１０年から３０年間で、総人口と生産年齢人口の減少率が、それぞれ１６．５％、

３０．２％と他の区と比べてやや大きくなっています。 

  

【２０１０年】 

【２０４０年】 

2,811  

3,035  

3,097  

3,337  

3,868  

4,548  

4,922  

6,389  

5,771  

5,372  

4,470  

5,082  

6,287  

5,076  

3,925  

3,019  

1,884  

1,058  

02,0004,0006,0008,000

（人） 

男（73,950人） 

2,687  

2,783  

3,133  

3,135  

3,414  

3,901  

4,801  

5,647  

5,249  

4,754  

4,149  

4,801  

6,258  

5,505  

4,669  

4,082  

3,000  

2,830  

0 2,000 4,000 6,000 8,000

 0～ 4歳     

 5～ 9歳     

 10～14歳  

 15～19歳  

 20～24歳  

 25～29歳  

 30～34歳  

 35～39歳  

 40～44歳  

 45～49歳  

 50～54歳  

 55～59歳  

 60～64歳  

 65～69歳  

 70～74歳  

 75～79歳  

 80～84歳  

 85歳以上  

（人） 

女（74,798人） 

2,103  

2,272  

2,473  

2,684  

2,945  

2,790  

2,937  

3,174  

3,345  

3,944  

4,383  

4,096  

4,508  

5,463  

4,474  

3,657  

2,388  

3,519  

02,0004,0006,0008,000
（人） 

男（61,155人） 

1,995  

2,157  

2,347  

2,546  

2,796  

2,642  

2,705  

2,859  

3,237  

3,397  

3,761  

3,803  

4,578  

5,382  

4,759  

4,023  

3,101  

6,914  

0 2,000 4,000 6,000 8,000

 0～ 4歳     

 5～ 9歳     

 10～14歳  

 15～19歳  

 20～24歳  

 25～29歳  

 30～34歳  

 35～39歳  

 40～44歳  

 45～49歳  

 50～54歳  

 55～59歳  

 60～64歳  

 65～69歳  

 70～74歳  

 75～79歳  

 80～84歳  

 85歳以上  

（人） 

女（63,002人） 

19,501 
（31.9%） 

34,806 
（56.9%） 

14,962 
（20.2%） 

50,046 
（67.7%） 

8,943 
（12.1%） 

 20,086 

（26.9%） 

 

  8,603 

（11.5%） 

 

 46,109 

（61.6%） 

 

 24,179 

（38.4%） 

 

  6,499 

（10.3%） 

 

 32,324 

（51.3%） 

 

6,848 
（11.2%） 
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 中 区 

ア．将来推計人口 

 

 

 

イ．年齢３区分別人口の推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

90,000

95,000

100,000

105,000

110,000

115,000

120,000

125,000

130,000

2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 

（人） 

123,532 

111,348 

123,532  

111,348  

18,741  

13,557  

78,961  

62,427  

25,829  

35,364  

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

90,000

95,000

100,000

105,000

110,000

115,000

120,000

125,000

130,000

2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 

将来推計人口 

年少(0～14歳）人口 

生産年齢（15～64歳）人口 

65歳以上人口 

区人口 年齢３区分別人口 

（人） （人） 



49 

 

ウ．年齢構造割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中区は、２０１０年から３０年間で、総人口と生産年齢人口の減少率が、それぞれ９．９％、 

２０．９％と他の区と比べてやや小さくなっています。 

 

 

 

 

【２０１０年】 

3,029  

3,196  

3,336  

3,275  

3,315  

3,502  

4,139  

5,328  

4,481  

3,605  

2,926  

3,650  

4,757  

4,332  

3,154  

2,051  

1,080  

601  

02,0004,0006,000

（人） 

男（59,757人） 

2,873  

3,130  

3,179  

3,088  

3,130  

3,568  

4,247  

5,253  

4,576  

3,647  

3,158  

4,003  

5,314  

4,641  

3,365  

2,521  

1,845  

2,238  

0 2,000 4,000 6,000

 0～ 4歳     

 5～ 9歳     

 10～14歳  

 15～19歳  

 20～24歳  

 25～29歳  

 30～34歳  

 35～39歳  

 40～44歳  

 45～49歳  

 50～54歳  

 55～59歳  

 60～64歳  

 65～69歳  

 70～74歳  

 75～79歳  

 80～84歳  

 85歳以上  

（人） 

女（63,775人） 

【２０４０年】 

2,261  

2,330  

2,366  

2,432  

2,639  

2,884  

3,060  

3,168  

3,254  

3,246  

3,130  

3,432  

3,964  

4,783  

3,692  

2,632  

1,782  

2,465  

02,0004,0006,000
（人） 

男（53,520人） 

2,145  

2,210  

2,246  

2,313  

2,516  

2,893  

2,997  

3,172  

3,232  

3,198  

3,167  

3,548  

4,181  

4,992  

4,224  

3,172  

2,418  

5,203  

0 2,000 4,000 6,000

 0～ 4歳     

 5～ 9歳     

 10～14歳  

 15～19歳  

 20～24歳  

 25～29歳  

 30～34歳  

 35～39歳  

 40～44歳  

 45～49歳  

 50～54歳  

 55～59歳  

 60～64歳  

 65～69歳  

 70～74歳  

 75～79歳  

 80～84歳  

 85歳以上  

（人） 

女（57,828人） 

6,957 
（13.0%） 

  6,601 

（11.4%） 

 

  9,182 

（14.4%） 

 

 39,984 

（62.7%） 

 

 14,610 

（22.9%） 

 

 20,009 

（34.6%） 

 

 31,217 

（54.0%） 

 

31,209 
（58.3%） 

15,354 
（28.7%） 

38,978 
（65.2%） 

9,561 
（16.0%） 

11,218 
（18.8%） 
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 東 区 

ア．将来推計人口 

 

 

 

イ．年齢３区分別人口の推計 

 

 

 

 

 

  

50,000

55,000

60,000

65,000

70,000

75,000

80,000

85,000

90,000

2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 

（人） 

85,444 

72,624 

85,444  

72,624  

11,156  
8,169  

53,094  

38,728  

21,194  
25,726  

0

20,000
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60,000

80,000

100,000

120,000

50,000

55,000

60,000

65,000

70,000

75,000

80,000

85,000

90,000

2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 

将来推計人口 

年少(0～14歳）人口 

生産年齢（15～64歳）人口 

65歳以上人口 

区人口 年齢３区分別人口 

（人） （人） 
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ウ．年齢構造割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

東区は、２０１０年から３０年間で、総人口の減少率が１５．０％、生産年齢人口の減少率は 

２７．１％と他の区と比べてやや大きくなっています。また、６５歳以上人口の増加率が２１．４％

と他の区と比べて最も小さくなっています。 

 

 

 

【２０１０年】 

1,754  

1,922  

2,052  

2,008  

2,128  

2,098  

2,454  

3,399  

2,876  

2,472  

2,161  

2,578  

3,607  

3,193  

2,692  

1,803  

1,007  

556  

01,0002,0003,0004,0005,000
（人） 

男（40,760人） 

1,697  

1,846  

1,885  

1,953  

1,981  

2,201  

2,718  

3,324  

3,017  

2,714  

2,340  

2,969  

4,098  

3,671  

2,938  

2,236  

1,609  

1,489  

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000

 0～ 4歳     

 5～ 9歳     

 10～14歳  

 15～19歳  

 20～24歳  

 25～29歳  

 30～34歳  

 35～39歳  

 40～44歳  

 45～49歳  

 50～54歳  

 55～59歳  

 60～64歳  

 65～69歳  

 70～74歳  

 75～79歳  

 80～84歳  

 85歳以上  

（人） 

女（44,684人） 

【２０４０年】 

1,372  

1,397  

1,423  

1,495  

1,681  

1,769  

1,895  

1,920  

2,052  

1,930  

1,891  

2,120  

2,514  

3,155  

2,439  

1,858  

1,358  

2,034  

01,0002,0003,0004,000
（人） 

男（34,304人） 

1,302  

1,325  

1,350  

1,419  

1,597  

1,729  

1,906  

1,886  

1,905  

1,938  

1,939  

2,300  

2,842  

3,319  

2,771  

2,362  

1,874  

4,556  

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000

 0～ 4歳     

 5～ 9歳     

 10～14歳  

 15～19歳  

 20～24歳  

 25～29歳  

 30～34歳  

 35～39歳  

 40～44歳  

 45～49歳  

 50～54歳  

 55～59歳  

 60～64歳  

 65～69歳  

 70～74歳  

 75～79歳  

 80～84歳  

 85歳以上  

（人） 

女（38,320人） 

10,844 
（31.6%） 

19,267 
（56.2%） 

4,192 
（12.2%） 

5,728 
（14.1%） 

25,781 
（63.2%） 

9,251 
（22.7%） 

 19,461 

（50.8%） 

 

 14,882 

（38.8%） 

 

  3,977 

（10.4%） 

 

  5,428 

（12.2%） 

 

 27,315 

（61.1%） 

 

 11,943 

（26.7%） 
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 西 区 

ア．将来推計人口 

 

 

 

イ．年齢３区分別人口の推計 
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（人） 
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120,394 
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20,513  

14,360  

83,988  

66,042  

29,121  

39,992  
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年少(0～14歳）人口 
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65歳以上人口 

区人口 

（人） 

 

年齢３区分別人口 

（人） 
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ウ．年齢構造割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

西区は、２０１０年から３０年間で、総人口及び生産年齢人口の減少率は、それぞれ９．９％、 

２１．４％となっています。また、６５歳以上人口の増加率が３７．３％と他の区と比べてやや大

きくなっています。 

 

 

【２０１０年】 

3,366  

3,641  

3,485  

3,093  

3,230  

3,264  

4,341  

6,001  

4,948  

3,985  

3,468  

4,007  

4,994  

4,305  

3,387  

2,528  

1,487  

872  

02,0004,0006,0008,000

（人） 

男（64,402人） 

3,220  

3,464  

3,337  

3,108  

3,023  

3,524  

4,587  

6,034  

5,003  

4,114  

3,498  

4,277  

5,490  

4,723  

3,990  

3,259  

2,363  

2,206  

0 2,000 4,000 6,000 8,000

 0～ 4歳     

 5～ 9歳     

 10～14歳  

 15～19歳  

 20～24歳  

 25～29歳  

 30～34歳  

 35～39歳  

 40～44歳  

 45～49歳  

 50～54歳  

 55～59歳  

 60～64歳  

 65～69歳  

 70～74歳  

 75～79歳  

 80～84歳  

 85歳以上  

（人） 

女（69,220人） 

【２０４０年】 

2,461  

2,470  

2,436  

2,494  

2,781  

3,014  

3,430  

3,561  

3,391  

3,144  

3,366  

3,507  

4,269  

5,275  

4,110  

2,916  

2,072  

2,932  

02,0004,0006,000
（人） 

男（57,629人） 

2,335  

2,345  

2,313  

2,370  

2,645  

2,965  

3,454  

3,466  

3,350  

3,229  

3,198  

3,753  

4,655  

5,723  

4,519  

3,536  

2,694  

6,215  

0 2,000 4,000 6,000 8,000

 0～ 4歳     

 5～ 9歳     

 10～14歳  

 15～19歳  

 20～24歳  

 25～29歳  

 30～34歳  

 35～39歳  

 40～44歳  

 45～49歳  

 50～54歳  

 55～59歳  

 60～64歳  

 65～69歳  

 70～74歳  

 75～79歳  

 80～84歳  

 85歳以上  

（人） 

女（62,765人） 

 33,085 

（52.7%） 

 

  6,933 

（11.2%） 

 

 22,687 

（36.1%） 

 

32,957 
（57.2%） 

7,367 
（12.8%） 

17,305 
（30.0%） 

 42,658 

（61.6%） 

 

 10,021 

（14.5%） 

 

 16,541 

（23.9%） 

 

41,331 
（64.2%） 

12,579 
（19.5%） 

10,492 
（16.3%） 
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 南 区 

ア．将来推計人口 

 

 

 

イ．年齢３区分別人口の推計 
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（人） （人） 
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ウ．年齢構造割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

南区は、２０１０年から３０年間で、総人口の減少率が２０．３％、生産年齢人口の減少率が 

３４．２％と他の区と比べて最も大きくなっています。  

【２０１０年】 

3,379  

3,628  

3,813  

3,691  

3,504  

3,579  

4,436  

5,897  

4,929  

4,055  

3,515  

4,573  

6,710  

6,318  

4,842  

3,123  

1,570  

882  

02,0004,0006,0008,00010,000

（人） 

男（72,444人） 

3,205  

3,550  

3,649  

3,625  

3,601  

3,974  

5,030  

6,561  

5,462  

4,790  

4,371  

5,869  

8,361  

6,906  

4,910  

3,525  

2,388  

2,559  

0 2,000 4,000 6,000 8,000 10,000

 0～ 4歳     

 5～ 9歳     

 10～14歳  

 15～19歳  

 20～24歳  

 25～29歳  

 30～34歳  

 35～39歳  

 40～44歳  

 45～49歳  

 50～54歳  

 55～59歳  

 60～64歳  

 65～69歳  

 70～74歳  

 75～79歳  

 80～84歳  

 85歳以上  

（人） 

女（82,335人） 

【２０４０年】 

2,381  

2,481  

2,460  

2,475  

2,735  

2,610  

3,298  

3,479  

3,546  

3,055  

2,904  

3,191  

3,979  

5,133  

4,031  

2,973  

2,192  

4,049  

02,0004,0006,0008,00010,000
（人） 

男（56,971人） 

2,259  

2,351  

2,329  

2,344  

2,595  

2,526  

3,178  

3,487  

3,482  

3,240  

3,127  

3,579  

4,688  

5,986  

4,905  

4,097  

3,433  

8,834  

0 2,000 4,000 6,000 8,000 10,000

 0～ 4歳     

 5～ 9歳     

 10～14歳  

 15～19歳  

 20～24歳  

 25～29歳  

 30～34歳  

 35～39歳  

 40～44歳  

 45～49歳  

 50～54歳  

 55～59歳  

 60～64歳  

 65～69歳  

 70～74歳  

 75～79歳  

 80～84歳  

 85歳以上  

（人） 

女（66,440人） 

 32,246 

（48.5%） 

 

  6,939 

（10.5%） 

 

 27,255 

（41.0%） 

 

 51,644 

（62.7%） 

 

 20,288 

（24.7%） 

 

 10,404 

（12.6%） 

 

31,272 
（54.9%） 

7,322 
（12.8%） 

18,378 
（32.3%） 

44,889 
（62.0%） 

16,735 
（23.1%） 

10,820 
（14.9%） 
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 北 区 

ア．将来推計人口 

 

 

 

イ．年齢３区分別人口の推計 
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156,561 

144,729 

156,561  
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16,227  
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47,289  
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65歳以上人口 

区人口 

（人） 

年齢3区分別人口 

（人） 
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ウ．年齢構造割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

北区は、２０１０年から３０年間で、総人口と生産年齢人口の減少率が、それぞれ７．６％、 

１９．１％と他の区と比べて最も小さくなっています。また、６５歳以上人口の増加率が、 

４３．６％と他の区と比べて最も大きくなっています。 

  

4,255  

3,954  

3,752  

3,472  

3,819  

4,530  

5,807  

7,270  

6,129  

4,814  

3,555  

3,996  

5,163  

4,712  

4,113  

2,805  

1,565  

786  

02,0004,0006,0008,000

（人） 

男（74,495人） 

3,969  

3,702  

3,654  

3,251  

3,875  

5,075  

6,228  

7,537  

6,349  

4,840  

3,925  

4,464  

6,252  

5,719  

4,831  

3,665  

2,435  

2,293  

0 2,000 4,000 6,000 8,000

 0～ 4歳     

 5～ 9歳     

 10～14歳  

 15～19歳  

 20～24歳  

 25～29歳  

 30～34歳  

 35～39歳  

 40～44歳  

 45～49歳  

 50～54歳  

 55～59歳  

 60～64歳  

 65～69歳  

 70～74歳  

 75～79歳  

 80～84歳  

 85歳以上  

（人） 

女（82,066人） 

【２０１０年】 

【２０４０年】 

2,714  

2,736  

2,878  

3,211  

3,690  

3,925  

3,908  

3,906  

3,777  

3,801  

4,216  

4,811  

5,224  

6,276  

4,911  

3,513  

2,196  

3,142  

02,0004,0006,0008,000
（人） 

男（68,834人） 

2,575  

2,595  

2,729  

3,046  

3,502  

3,802  

3,698  

3,674  

3,705  

3,739  

4,585  

5,147  

5,846  

7,100  

5,846  

4,266  

3,101  

6,937  

0 2,000 4,000 6,000 8,000

 0～ 4歳     

 5～ 9歳     

 10～14歳  

 15～19歳  

 20～24歳  

 25～29歳  

 30～34歳  

 35～39歳  

 40～44歳  

 45～49歳  

 50～54歳  

 55～59歳  

 60～64歳  

 65～69歳  

 70～74歳  

 75～79歳  

 80～84歳  

 85歳以上  

（人） 

女（75,895人） 

 40,744 

（53.7%） 

 

  7,899 

（10.4%） 

 

 27,250 

（35.9%） 

 

 51,796 

（63.1%） 

 

40,469 
（58.8%） 

48,555 
（65.2%） 

8,328 
（12.1%） 

20,038 
（29.1%） 

13,981 
（18.8%） 

11,961 
（16.0%） 

 18,943 

（23.1%） 

 

 11,325 

（13.8%） 
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 美原区 

ア．将来推計人口 

 

 

 

イ．年齢３区分別人口の推計 
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（人） 
年齢3区分別人口 

（人） 
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ウ．年齢構造割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

美原区は、２０１０年から３０年間で、総人口及び生産年齢人口の減少率が、それぞれ１３．０％、

２４．１％となっています。  

909  

1,049  

1,058  

905  

968  

1,013  

1,253  

1,584  

1,296  

1,045  

933  
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1,021  

730  

425  

217  

05001,0001,5002,000
（人） 

男（18,948人） 

832  

951  

986  

979  

855  
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1,288  
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 70～74歳  

 75～79歳  

 80～84歳  

 85歳以上  

（人） 

女（20,332人） 

【２０１０年】 

【２０４０年】 

683  

702  

696  

705  

779  

783  

969  

1,028  

1,034  

924  

965  

963  

1,253  

1,442  

1,104  

785  

565  

1,028  

05001,0001,5002,000
（人） 

男（16,408人） 

648  

666  

661  

670  

742  

769  

932  

978  

970  

932  

863  

1,064  

1,288  

1,537  
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 75～79歳  

 80～84歳  

 85歳以上  

（人） 

女（17,767人） 

  9,208 

（51.8%） 

 

  1,975 

（11.1%） 

 

  6,584 

（37.1%） 

 

 12,565 

（61.8%） 

 

11,963 
（63.1%） 

3,971 
（21.0%） 

3,016 
（15.9%） 

4,924 
（30.0%） 

9,403 
（57.3%） 

2,081 
（12.7%） 

  4,997 

（24.6%） 

 

  2,769 

（13.6%） 
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